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東日本大震災に係る雑損控除の適用における 

「損失額の合理的な計算方法」について(指示) 

 

 

 標題のことについては、下記により適切に取り扱われたい。 

 なお、この取扱いの適用に当たっては、この取扱いによる損失額が実態とそぐわないような場合には、

個々の具体的事案に妥当する損失額の計算を行うよう留意されたい。 

 

(趣旨) 

 地震や風水害などの災害によって住宅や家財などに損害を受けた場合の雑損控除の適用については、

これまでも、その適用における損失額の合理的な計算方法を指示しているところであるが(平成 16年 12

月７日付課個２－22)、東日本大震災により、広い範囲で甚大な被害が生じている状況の下、多数の納

税者が雑損控除を適用することが予想されることから、確定申告等における便宜等を考慮し、改めてそ

の取扱いを示すものである。 

 なお、東日本大震災とは、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第２

条((定義))に規定する、東日本大震災をいう。 

 

記 

 

１ 損失の金額計算に当たっての資産の区分 

損失の金額は、次の資産の区分に応じ計算する。 

⑴ 住宅     

⑵ 家財(家具、什器、衣服、書籍、暖房装置、冷房装置などの生活に通常必要な動産で、⑶に該当す

るものを除く。) 

 ⑶  車両 

 

２ 住宅に対する損失額の計算 

 ⑴ 取得価額が明らかな場合 

住宅の取得価額から、その取得の時から損失を生じた時までの期間の減価償却費の額の合計額を

差し引いた金額に、被害割合を乗じた金額とする。 

   損失額 ＝(取得価額 － 減価償却費)× 被害割合                   
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(注１) 減価償却費の計算における耐用年数については、所得税法施行令第 85条(非事業用資産の

減価の額の計算)の規定に準じて、住宅等の種類に応じた耐用年数を 1.5 倍した年数により

旧定額法により計算する(以下同じ。)。 

(注２) 保険金、共済金及び損害賠償金等で補てんされる金額がある場合には、その金額を差し引

いた後の金額が損失額となる(以下同じ。)。 

(注３) 被害割合については、被害状況に応じて、別表３(「被害割合表」)により求めた被害割合

とする(以下同じ。)。 

(注４) 損失額には、損害を受けた住宅等の原状回復費用(修繕費)が含まれることに留意する(以

下同じ。)。 

 

 ⑵ ⑴以外の場合 

 住宅の所在する地域及び構造の別により、別表１(「地域別・構造別の工事費用表（1㎡当たり）」)

により求めた住宅の１㎡当たりの工事費用に、その住宅の総床面積(事業用部分を除く。)を乗じた

金額から、その取得の時から損失を生じた時までの期間の減価償却費の額の合計額を差し引いた金

額に、被害割合を乗じた金額とする。 

   損失額 ＝〔(１㎡当たりの工事費用 × 総床面積)－ 減価償却費〕× 被害割合     

(注) 別表１（「地域別・構造別の工事費用表(１㎡当たり)」）について、該当する地域の工事費用

が全国平均を下回る場合又は値が存しない場合のその地域の工事費用については、全国平均の

工事費用として差し支えない。 

 

３ 家財に対する損失額の計算 

 ⑴ 取得価額が明らかな場合 

   各家財の取得価額から、その取得の時から損失を生じた時までの期間の減価償却費の額の合計額

を差し引いた金額に、被害割合を乗じた金額とする。 

   損失額 ＝(取得価額 － 減価償却費)× 被害割合                   

 ⑵ ⑴以外の場合 

   家族構成等の別により別表２(「家族構成別家財評価額」)により求めた家族構成別家財評価額に、

被害割合を乗じた金額とする。 

   損失額 ＝ 家族構成別家財評価額 × 被害割合                     

 

４ 車両に対する損失額の計算 

  生活に通常必要な車両に限り、その車両の取得価額から、その取得の時から損失を生じた時までの

期間の減価償却費の額の合計額を差し引いた金額に、被害割合を乗じた金額とする。 

   損失額 ＝(取得価額 － 減価償却費)× 被害割合                   

(注) 車両は、生活に通常必要な資産と認められる場合に、雑損控除の対象となる。 

生活に通常必要であるかどうかについては、自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の

親族が専ら通勤に使用しているなど、車両の保有目的、使用状況等を総合勘案して判断する。 

以上 

 

 



 



 


